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圏 海洋エネルギ亨利用技術

波浪エネルギーの利用技術と将来性
WaveEnergyUtilizationandi"Possibilities

1．まえがき

1984年11月に海洋科学技術センター主催で第一回波

浪エネルギー利用シンポジウムが日本で初めて波浪エ

ネルギー関係の本格的なシンポジウムとして開催され

た．波浪エネルギー利用技術の研究開発に関する最新

の情報はこのシンポジウムの494頁にわたる論文集に網

羅されているl).また，世界の波浪エネルギー利用技

術の現状は,1985年7月ポルトガルのリスボンで開催

されたIUTAM主催の"HydrodynamicsofOcean

WaveEnergyUtilization''シンポジウム論文集に収

められている2)．波浪エネルギー利用の要素技術はほ

ぼ開発は済んだ段階にあるといえる．現在の問題点は，

波浪エネルギー利用システムを如何にして社会のニー

ズにマッチングさせるかにある．以下に波浪エネルギ

ーの利用システムに触れ，波浪エネルギー利用技術に

つき，その歴史，要素技術，研究開発の現状を述べ，

その将来性を展望する．

2．波浪エネルギーの利用システム3,4）

利用システムの内容を，エネルギーの賦存量，利用

形態，利用地域，事業主体，利用目的に分解して個々

別々に考えることにする．

2.1エネルギーの賦存量5,6）

日本近海での波浪パワーの期待値の全国平均は，単

位幅の波頂線当たり,沖合で10KWkn,沿岸で6KW/

mである．自然エネルギーは密度が薄いといわれるが，

波浪エネルギーは太陽エネルギーあるいは風エネルギ

ーが凝縮したものと考えると，自然エネルギーの中で

は密度の濃い方である．沖合より沿岸での波浪パワー

が小さくなっている．砕波帯のある海岸では波浪パワ

ーは更に小さくなる．このことは必ずしも沿岸での波

浪エネルギー利用が沖合のそれに比べて不利になると
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いうことを意味しない．波浪エネルギーを利用する海

域を沖合にするか沿岸にするかは，エネルギー利用シ

ステムに依存するからである．

2.2利用形態

波浪エネルギーを変換して利用する際のエネルギー

の形態は，電気，熱，動力の3種類である.波浪エネ

ルギーの質から考えて，必ずしも電気が一番便利なエ

ネルギー形態とは限らない．波浪エネルギーの変換に

ついては要素技術の項で述べる．

2．3利用地域

波浪エネルギーが大規模集中型エネルギーとして使

用できるなら電気に変換して，商業電力網に乗せられ

るので，利用地域は全国全域となる．しかしエネルギ

ーの質と単位面積当たりの量（密度）の少なさから見

て，波浪エネルギーは小規模分散型エネルギーと考え

ざるを得ない7)．経済コストの観点から，小規模分散

型エネルギーの成り立つ地域は，中央の大電力網（あ

るいはエネルギー網）から遠く隔たった地域である．

送電線，海底ケーブルの長さが経済コストの決め手と

なる6即ち，離島，岬，半島，沖合人工島等が利用地

域と考えられる．

2.4事業主体

個人，民間企業，電力・ガス会社，公営企業，自治

体などが事業主体となる．事業主体により，利用目的，

利用システムの規模は大きく異なる．

2.5利用目的4,8,3）

民生用，交通・運輸用，産業用と大きく分けられる．

これまでに実用化されたり提案されてきた利用目的を

列挙する．

灯台・灯標の電源，一般電源，融雪，魚礁用電着工

法,浮消波堤,海水ウラン回収,人工藻礁,人工漁礁，魚

礁ヒーティンク;家庭用給湯,暖房用,温水供給,海水交換，

エアバブルカーテン,サンドバイパス，養殖場のエアレー

シヨン，海水の淡水化，観光用イベント等等．
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2.6利用方法

波浪エネルギーの単独利用，他の自然エネルギー(太

陽，風，海洋温度差）とのハイブリッド利用，ヂーゼ

ル発電・電池との併用，商用電力網との連係等．

利用システムの要素のつながりは次のようになるで

あろう．まず事業主体が利用目的を定め，利用形態を

考える．次にエネルギーの賦存量を勘案しながら，利

用目的に適った利用地域を選定する．その上で，利用

目的，利用形態，利用地域に整合するように波浪エネ

ルギー利用装置が選定される．

3．波浪エネルギー利用技術の歴史

波浪エネルギー利用技術の歴史は，古くは1799年の

フランス人ジラールの特許にさかのぼる事ができる9)．

波浪エネルギーを動力源として利用する以外の利用法

としては波浪推進がある．この立場にある特許は，18

74年へニングが取得しており，これを1898年イタリア

人リンデンが実用化している10).今日では，波浪推進，

いわゆる波喰い推進は，省エネルギーの観点から脚光

を浴びつつあるが，ここではこれ以上触れない'')．日

本では，1918年代に広井勇博士により振り子式波浪エ

ネルギー利用装置の実海域試験が試みられている'2)．

1974年時点で，英国では340件に上る波浪エネルギ

ー利用装置の特許が取られている2)．日本では，広告，

公開特許，実用新案を取り混ぜると,1980年時点で

600件の特許が取られている13'14).英国でも日本でも

1973年の第一次石油危機以降に特許件数が急激に増え

ている．波浪エネルギー利用技術は，特許に見られる

通り古くはあるが，波浪発電という形での実用化は海

上保安庁によるの灯浮標（益田善雄氏発明）にその起

源をもつもので，1965年に世界最初の実用化に成功し，

現在日本周辺の全海域に420基余りが利用されている

15).第一次石油危機後に，代替エネルギー開発の観点

から，日本，英国，ノルウェー，スウェーデンで波浪

エネルギー利用技術が国のプロジェクトとして，取り上

げられるようになった'0)．

4．要素技術

要素技術は，構造物と係留，波浪エネルギー一次変

換装置，波浪エネルギー二次変換装置，発電機，熱発

生装置，エネルギー貯蔵，変動パワーの平滑化，送電

装置などのハードに関するものと，システムの最適制

御に関するソフトの技術からなる．
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4．1構造物と係留

大型海洋構造物の建造技術は，石油掘削リグ等で既

に完成されたものである．材料|はスチール，コンクリ

ートが主で，特殊な個所にはケ|ブラー繊維も使用され

る．大型海洋構造物の係留技術も既に完成している．

4.2波浪エネルギー1次変換装置1,5）

波浪エネルギー利用装置の特徴が最もよく現れた要

素技術である．波浪エネルギーを利用するためには，

波浪エネルギーをまず何等かの物体の力学的エネルギ

ーに変換しなければならない.Fの部分を受け持つの
が波浪エネルギー1次変換装置である．要素技術に関

する特許の殆どが波浪エネルギ〒1次変換装置に関す

るものでその数は数百に達する13,14).しかしそれらの

内で実用に供せられるものは限られており，振動水柱

式装置，可動物体式装置と水流（浅海波の質量輸送）

を利用した装置くらいである．水流を利用した装置は

波浪の非線形性を利用したもので，他の二つの装置と

はそのエネルギー変換のメカニズムが異なり，設置海

域の形状が重要となるためある特定の海域でしか利用

できないのでここでは除外する.，1次変換装置のメカ

ニズムはつぎの通りである．振動水柱なり可動物体が

一つの振動系に組み込まれており，波浪外力が強制力

となって振動水柱・可動物体を運動させることにより，

波浪エネルギーが振動水柱・可動物体の運動エネルギ

ーに変換される．振動水柱・可動物体に負荷をかけれ

ばエネルギーを外部に取り出すことが出来る．このエ

ネルギー変換効率を最大にするには，負荷と振動系と

のインピーダンス・マッチングをとればよい．即ち，

振動系を入力の波浪外力で同調するように調整し，負

荷の大きさを振動系の減衰力に等しくとればよい．現

在は，波浪エネルギー1次変換装置の幾何形状が与え

られれば，エネルギー変換特性を解析することは可能

である．また，最適な幾可形状を設計することも可能

である．理論解析上手間がかかるのは，波浪外力や装

置が運動するとき生じる流体力を推定することである．

3次元形状であっても，波浪外力や付加質量，造波減

衰力はポテンシャル理論により求めることができる．

粘性流体力は実験値あるいは実験公式による．現在は，

振動水柱式装置では空気の圧縮性まで考慮した解析法

が整備されている．入力が不規則波の場合の解析法も

完備している．高性能化も低周波琴側で同調するとか
同調点を複数化する等による高性能化が図られている

16）
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4.3波浪エネルギー2次変換装置

波浪エネルギー一次変換装置からエネルギーをくみ

取る装置である．実用的には油圧装置と空気タービン

に限られる．油圧装置には油圧シリンダー，サーボバ

ルブ，油圧源，油圧モータが含まれる．油圧装置関連

の技術は既に完成された技術である．波浪発電装置用

に往復流を一方向流れに変えるブリッジ型の油圧バル

ブが開発されている17).油圧装置は可動物体式装置と

組み合わせて用いられる．

振動水柱式波浪発電装置で使用される空気タービン

としては，衝動タービンとウエールズタービンが主た

るものである'8)．振動水柱上部の空気室の空気の流れ

は往復流である．そこで空気タービンは往復流で使用

出来るものでなければならない．このため衝動タービ

ンでは，往復流を一方向流れに変換する弁機構を余分

に設けなければならない.「海明」では衝動タービンと

弁機構の組み合わせを採用している．「海明｣の実海域

試験では，この弁機構が複雑となり，弁が破損しやす

いという欠点のあることが判明した．往復流で使用可

能なように工夫した衝動タービンにマコーミックター

ビンと言われるものがあるが，未だ性能が不明なこと

と，高価格であるためあまり使用されていない．効率

は衝動タービンに劣るものの機構が簡単であるため，

現在のところウエールズタービンがもっとも有望視さ

れている．ウエールズタービンの設計法の確立並びに

高効率化はここ数年間に日本で開発された．ウエール

ズタービンに基本的に要求される特性は，不規則に変

動する往復流で効率が高いことと，自己起動すること

である．不規則に変動すを往復流中でのウエールズタ

ービンの特性は現状では準定常的に解析が行われて

いる18)．ウエールズタービンは対称翼を持っており，

高効率化と自己起動性能を両立させることは難しい．

しかしガイドベーンを取り付けることで効率を損なわ

ずに自己起動特性を向上させることが可能なことが明

らかとなった．また最近二連のタービンの組み合わせ

で性能が向上することが明らかとなった'9)．

4．4発電機

交流同期発電機と交流誘導発電機が用いられる．直

流発電機は大容量には向かないとか，交流発電機ある

いはインバーターを必要としコストが高いとかの理由

で使用されない．油圧モータあるいは空気タービンで

一定回転数が保証されるならば，交流同期発電機が適

している4)．回転数が変動する場合には2次励磁側で

制御可能な誘導発電機が適している20).発電機そのも

エネルギー・資源

のに関する技術は完成されたものである．商業電力網

との接続も「海明」において試験済みである21).

4.5熱変換装置14）

油圧ポンプ，多段オリフィス，蓄熱槽，油圧源から

なる油圧式熱変換装置と，ヒートポンプによる熱変換

装置に実用性がある．

4.6エネルギー貯蔵22）

蓄電池，フライホイール，超伝導コイル，圧縮空気，

蓄熱，化学反応利用，揚水発電などの方法が考えられ

る．これらを，蓄積容量と蓄積効率，蓄積規模，蓄積

期間，利便性，立地環境，開発の見通しの観点から評

価してみると，現在のところ，鉛蓄電池がやや優れて

いる．将来においては，新型電池，化学反応利用，超

伝導コイル，圧縮空気のいずれも利用可能となるであ

ろう．

4．7パワー平滑化技術

蓄圧装置としての油圧用アキュミュレーター22,23）

あるいは空気式では定圧化タンク4)を利用する方法が

ある．さらに吸収パワーの変動を押さえるために，油

圧バルブあるいはガバナーを調節して，油圧モーター

あるいは空気タービンの回転数を一定にする22)．さも

なくば，コンバーター・インバーター方式により，交

流を直流にして改めてインバーターにより一定周波数

の交流にする4)．あるいは，交流誘導発電機の2次励

磁を制御することにより，周波数と電圧を一定にする

ことが可能である20).

4．8制御技術

不規則波中でトータルシステムを最適制御するソフ

トは未だ完備していない．しかし，各要素，たとえば

振動水柱式装置の空気弁の位相制御')とか係留系の制

御24)とかの技術あるいは解析法は完成している．

これらの要素技術はそれぞれ単独にはほぼ確立され

たものとなっている．しかし波浪エネルギー利用シス

テムを実用化するためには，これら構成要素ならびに

システム全体を，設計，製作，建造，施工，保守，運

転の観点から検討する必要がある．更に，構成要素並

びにシステム，全体装置の安全を計り，全体装置，シ

ステムによる環境破壊を防止するために，安全アセス

メント，環境アセスメントを行う必要がある．

5．波浪エネルギー利用装置開発の現状16）

実海域で波浪発電装置の開発が進められた例はそれ

ほど多くない．日本では8例，英国では3例，ノルウ

ェーでは3例，その他スウェーデン，米国にそれぞれ
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1例見られるに過ぎない．日本の例としては，海上保

安庁灯台部，オーシャンエネルギー開発，海洋科学技

術センター，横浜国立大学工学部，室蘭工業大学，日

立造船，新技術開発事業団，日本造船振興財団海洋環

境技術研究所である25)．これらのうち実機規模の開発

例となるとごく限られた数となる．現在，波浪エネル

ギー利用装置の開発と本格的に取り組んでいる国々は，

日本，英国，ノルウェーであり，続いて少し遅れてス

ウェーデンというところである．世界各国の開発の現

状は次の通りである．

5．1日本の開発体制

波浪発電に関して日本の最大の特徴は本格的な実機

試験の経験を有する唯一の国という点である．海洋科

学技術センターの「海明」は1985年度に山形県由良沖

で第二期実験が行われた．日本造船振興財団海洋環

境研究所の「海陽」は1984,1985年度にまたがり沖縄

県西表島サバ崎沖で実験が行われた22)．「海明」は縦置

き式浮遊船型をした振動水柱型のエネルギー一次変

換装置と空気タービンの二次変換装置を組み合わせ

たものである．「海陽」は可動物体型の一次エネルギ

ー変換装置と油圧システムの二次変換装置を組み合わ

せたものである．この他，エンジニアリング振興協会

では，1987年度に消波工型定圧化タンク方式の固定式

波浪発電装置を千葉県九十九里町に建設を予定してい

る．発生する電力はヒラメ養殖場のポンプの駆動源に

使うとともに，このプラントを観光資源とする11,26｛

海上保安庁は1986年度から3年計画で，徳島県小松島

港外の阿波沖ノ瀬灯標に固定式の振動水柱一ウエルズ

タービン式の波浪発電装置を設置する予定である．灯

標の光力は従来10～25W程度であったものを300Wに

アップ°している15,17)．沿岸開発センターでも堤防を利

用した沿岸波浪発電装置が開発されている．

5.2英国の開発体制

英国は1975年以降エネルギー省を中心にして大掛り

な研究・開発体制を採ってきた．しかしその後エネル

ギー事情の好転並びにサッチャー政権の政策変更もあ

り，1983年以降は波浪発電開発プロジェクトは規模を

縮少し現在に至っている．規模縮少の一因は，波浪エ

ネルギーを大規模集中型エネルギーとした基本戦略に

あると考えられる．

5.3その他の国の開発体制

ノルウェーで現在開発している波浪発電関連装置は

Multi-resonantOWCとFocusingofWaveE-

nergyの2種類である．これらは実海域試験あるいは
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大規模な水槽試験を行っており，理論的研究，実験的

研究面では日本，英国に勝るとも劣らない実力を備え

ている．

スウェーデンは波浪発電では後進国であったが,Bu-

oySystemによる波浪発電の経済性のアセスメントを

行い有望であるとの結論を出している．バルト海の小

島Gotlandに実験場を設けて実海域試験まで行ってい

る．

アメリカは，波浪発電装置の開発を国のプロジェク

トとしては採りあげていない．しかし大学，民間会社

等で個別に研究が行われている．アメリカは，研究

面は注目に値するが，波浪発電装置の開発の面では日

本，英国，ノルウェーに大きく遅れをとっている．

6．波浪エネルギー利用の将来性

波浪エネルギーを大規模集中型エネルギーとみなす

には無理がある．何故ならば，波浪エネルギーの密度

が十分高くないからである．電力レベルで比較すると，

波浪発電コストは良くて50円/KW･hrである.従って；

石油，原子力，石炭には太刀打ちできない．しかし離

島のヂーゼル発電では120円/KW･hr程度であるので，

波浪発電は十分対抗可能である．燃料電池，風力，石

炭ガス化の発電コストと大差ないと考えられる．灯台，

灯浮標では海底ケーブルによる送電あるいは太陽電池

より経済的である．融雪に熱を利用する場合には熱輸

送のパイプラインの長さで経済性が定まる．

波浪エネルギー利用の経済性は，エネルギーの獲得

地域と利用地域との距離に関係が深い．波浪エネルギ

ーはその場で利用するのが一番有利である．そのよう

な利用地域と利用目的の選定が最も重要である．

利用地域は海洋の場である沿岸あるいは沖合が望ま

しい．利用目的は海洋産業が成長するに伴い増加する．

波浪エネルギー利用装置の需要が増せばコストは減少

する．現在は石油が安く海洋開発の必要性が痛感され

ていないため海洋産業が未だ夜明け前の状態にある．

それでも現実に波浪エネルギーが灯台あるいは水産関

係，観光に利用される時代に入ってきた．

これから日本では海洋の場は残されたニューフロン

ティアーとしての認識が高まり，海洋開発を行う必然

性が必ず生じるであろう．その時のために波浪エネル

ギーの利用技術はいつでも対応できる状態になってい

る．1987年6月頃に海洋科学技術センター主催の第2

回波浪エネルギー利用シンポジウムが計画されている．

波浪エネルギー利用技術の全貌はこの際に明らかにな
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るであろう．

波浪エネルギー利用に将来性があるというのが結論

である．ただし，その時期は海洋産業が本格的に活動

するまで待たなければならない．

7．あとがき

本稿では波浪エネルギーの利用目的，事業主体，利

用地域，利用形態について今までに提案されたり実施

されたことを述べた．次いで，要素技術と波浪エネル

ギー利用装置の現状を解説しそれらの将来性にふれた．

波浪エネルギー利用技術は要素技術を組み合わせた

総合技術である．個々の要素技術はほぼ完成された段

階に達している．これからは各要素技術どうしのマッ

チングの技術を完成させ，総合システムの高性能化，

最適化をはかる事が重要である．

波浪発電の特徴は，小規模分散型エネルギーとして

の利用に適したものであり，原料費がただで，再生可

能なエネルギーであるので，環境破壊も少ない点にあ

る．これらの特徴を生かしつつ，かつ波浪エネルギー

利用装置を海洋開発に生かすならば経済性の向上に効

果が有るばかりでなく，環境とのマッチングからも最

も望ましいエネルギー利用方法と言える．
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